
Ⅴ．その他（加盟団体）

24．外科関連学会協議会

座長 田 林 晄 一

平成 22 年度は 8 月 5 日と 1 月 27 日の 2 回開催した．
1．新たに日本静脈経腸栄養学会と日本頭頸部外科学会が加盟した．
2．日本医師会のあり方についての提言（資料 1）に対する回答（資料 2）を基に検討を行ったところ，臨

床系学会が足並みを揃えて，日本医師会と日本医学会の関係を改めるべきであるという方向性で見解が
一致した．

3．厚生労働省の「チーム医療推進会議」内の「チーム医療推進のための看護業務検討ワーキンググループ」
が実施した「看護師が行う医行為の範囲に関する研究」の調査に全面的に協力した．また，「特定看護
師（仮称）」のモデル事業の継続と，第三者的な評価認定機関の設立を訴える要望書（資料 3）を提出し
た．

4．医療安全全国共同行動に関するブリーフィングを実施した．
5．「症例報告を含む医学論文及び学会研究会発表における患者プライバシー保護に関する指針」に日本静

脈経腸栄養学会，西日本整形・災害外科学会，日本関節病学会，日本臨床皮膚外科学会，および日本放
射線腫瘍学会が新たに賛同した．
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25．サージカルトレーニングのあり方に関する研究班会議（厚労科研事業）

七 戸 俊 明

サージカルトレーニングのあり方に関する研究班活動報告
（平成 22 年度厚生労働科学研究費補助金 地域医療基盤開発推進研究事業）

（研究責任者） 近藤 哲 故人
研究分担者 吉田 一成 慶應義塾大学医学部 脳神経外科 教授

小林 英司 自治医科大学 先端医療技術開発センター 先端治療発部門客員教授
坂井 建雄 順天堂大学医学部 解剖学・生体構造科学 教授
相磯 貞和 慶応義塾大学医学研究科 解剖学 教授
松村 讓兒 杏林大学大学院医学研究科 解剖学 教授
辰巳 治之 札幌医科大学医学部 解剖学第一講座 教授
樋口 範雄 東京大学大学院法学政治学研究科 教授
八木沼洋行 福島県立医科大学 神経解剖・発生学 教授
井出 千束 藍野大学医療保健学部 解剖学 教授
杉本 真樹 神戸大学大学院医学研究科 消化器内科 特命講師
伊澤 祥光 自治医科大学 救急医学 助教
菱川 修司 自治医科大学先端医療技術開発センター 医療技術トレーニング部門

講師
今西 宣晶 慶応義塾大学医学研究科 解剖学 准教授

（事務局） 七戸 俊明 北海道大学大学院医学研究科 腫瘍外科 講師

活動内容
「臨床医学の教育研究における死体解剖のガイドライン案」の作成

高度な手術手技などに対する遺体を使用した手術手技実習は，医療安全効果により国民の福祉への貢献
が大きいが，その実施においては法的，倫理的な問題を解決する必要がある．ガイドライン案では，現行
法の中で行われる医学教育，研究の一環としての遺体を利用した臨床医学の教育研究の実施に必要な条件
を提示した．

今後の予定
外科学会の「ガイドライン検討委員会」への引き継ぎ事項

1．外科学会に「ガイドライン検討委員会」を設置と，「ガイドライン案」を元にしたガイドラインの公表
・「ガイドライン案」に対するパブリックコメントの募集（厚労省，外科学会，解剖学会）
・パブリックコメントを踏まえた上での「ガイドライン」の公表

2．解剖学会をはじめとする関係諸団体と，遺体利用によるサージカルトレーニングの将来構想などにつ
いて広く意見交換が出来る場の設置
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ガイドライン案の解説
・ガイドライン案は日本外科学会雑誌，解剖学雑誌上で公開予定である．
・高度な手術手技に対する cadaver training 以外にも，遺体を利用した臨床医学の教育や研究の必要性

が広く認識されていることから，対象を臨床医学における教育研究を目的とした遺体利用全体とした．
・cadaver training の実施に当たり，事前審査と事後の評価が必要であることを記載した．
・サージカルトレーニングは営利目的とせず，会計の明瞭性を保つ旨を明記した．
・手術手技実習の内容によっては，実習に必要な医療機器や医療材料の提供などの企業の協力が不可欠

な場合があるが，大学の臨床教室の教授を代表者としたセミナー・研究会形式でサージカルトレーニ
ングを行い，適切な会計監査を行うものであれば，明瞭性を担保しつつ企業協力が得られると考える．

・医療安全を目的とするにあたり，サージカルトレーニングの参加者は学内に限定せず，実施施設以外
の医師も参加できることが望ましい．
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26．日本医学会

評議員 國 土 典 宏

2011 年 2 月 23 日の第 78 回定例評議員会（於：日本医師会館）における議事は以下の通りである．
1．報告事項として，第 28 回日本医学会総会の準備状況と 2010 年度日本医学会年次報告があった．また，

第 29 回日本医学会総会（2015 年 4 月 11 日～13 日）について，井村裕夫会頭（財団法人先端医療振興
財団理事長）以下の人事が報告された．

2．協議事項として，2011 年度日本医学会事業計画と 2011 年度日本医学会加盟学会が協議された．加盟学
会については，日本プライマリ・ケア学会が認められ，加盟学会数は合計で 110 となった．

27．移植関係学会合同委員会

代表委員 里 見 進

第 28 回，第 29 回合同委員会における議事要旨は以下の通りである．

第 28回議事要旨
日 時：2010 年 7 月 5 日（月）15 : 15～16 : 45
議事
1．臓器移植の現状について

厚生労働省保健局疾病対策課臓器移植対策室より，「臓器の移植に関する法律」と「移植医療の現状」に
ついて現状報告がされた．

2．心臓移植実施施設認定について
心臓移植中央調整委員会から状況の説明と成人3施設，15 歳未満の小児3施設の推薦があり承認された．
また，15 歳未満の小児の心肺同時移植施設については，2 施設（大阪大学医学部附属病院，国立循環器
病研究センター）が選定された．

（成人；北海道大学病院，埼玉医科大学国際医療センター，岡山大学病院）
（15 歳未満小児；東京大学医学部附属病院，大阪大学医学部附属病院，国立循環器病研究センター）

3．肝臓移植実施施設認定について
肝臓移植中央調整委員会から状況の説明と 8 施設の推薦があり承認された．
ただし，2 施設（自治医科大学附属病院，国立成育医療研究センター）は，18 歳未満のみを対象とする
移植施設とした．

（自治医科大学附属病院，国立成育医療研究センター，順天堂大学附属順天堂病院，金沢大学医学部附
属病院，三重大学医学部附属病院，京都府立医科大学附属病院，神戸大学医学部附属病院，熊本大学医
学部附属病院）

4．膵臓移植実施施設認定について
膵臓移植中央調整委員会から状況の説明と 2 施設の推薦があり承認された．

（獨協医科大学附属病院，京都大学医学部附属病院）
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5．日本小児科学会の参加について
臓器移植改正法の施行により，15 歳未満の小児からの臓器提供が可能になることに伴い，日本小児科学
会から，移植関係学会合同委員会に委員を推薦していただくことになった．

第 29回議事要旨
日 時：2010 年 12 月 22 日（水）書面開催
議事
1．心臓移植施設のレシピエントの年齢見直しについて

15 歳以上に心臓移植の実施は 9 施設だが，これを 11 歳に引き下げる．
なお，3 施設（東京大学医学部附属病院，大阪大学医学部附属病院，独立行政法人国立循環器病研究セ
ンター）はレシピエントが 11 歳未満の小児移植も可能な施設とした．また，心肺同時移植も可能な施
設は，2 施設（大阪大学医学部附属病院，国立循環器病研究センター）を選定した．

28．臓器移植関連学会協議会

代表委員 上 本 伸 二

第 15 回協議会における議事要旨は以下の通りである．

第 15回議事要旨
日時：2010 年 10 月 2 日（土） 13 : 00～15 : 00
場所：東京ステーションコンファレンス 605―B 会議室
議事
下記について検討した．
1．改正臓器移植法施行後の情勢について
2．臓器提供施設の負担軽減について
3．ドクタージェットシステムの導入について
4．移植施設の体制整備に関する提言（案）
5．臓器移植関連学会協議会の活動報告と今後の在り方

なお，「臓器の移植に関する法律」が 2009 年 7 月に改正され，2010 年 7 月施行を控え，6 月 9 日に「厚
生科学審議会疾病対策部会臓器移植委員会の臓器毎の作業部会の開催に関する要望書」を提出し，特に小
児ドナーから提供された臓器は，小児レシピエントへ優先的な移植を行えるよう，レシピエントの選定基
準見直しを要望した．

また，改正臓器移植法の円滑な実施に向けた臓器移植提供施設の負担軽減に向けて，協議会がまとめた
要望書や「移植施設の体制整備に関する提言（案）」について本会として賛成した．
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29．公益財団法人日本医療機能評価機構

評価委員 高 見 博

医療機関の機能評価を公正な立場で行うことを目的とした財団である．現在は評価委員会において毎月
審査を行っている．審査は基本的な病院の構成，機能などについてサーベイヤーが調査した資料に基づき
審査し，認定証の発行の是非を検討している．

なお医療法の改正により，広告の規制緩和が承認され日本医療評価機構の認定書を取得したことを広告
できるようになっている．

現在，病院総数 8,708 施設のうち認定書が発行されたのは 2,511 施設（28.8％）である．（平成 23 年 4 月
1 日現在）

本年 3 月 29 日付にて医療事故情報収集等事業 第 24 回報告書を公表した．
公益財団法人日本医療機能評価機構（http:��jcqhc.or.jp�html�）

30．学会認定輸血看護師制度合同委員会

代表委員 矢 永 勝 彦

臨床輸血に精通し，安全な輸血に寄与できる看護師の育成を目的とし，日本輸血細胞治療学会が主体と
なり，日本血液学会，日本麻酔科学会，日本産科婦人科学会，ならびに日本外科学会（2009 年 12 月より参
加）が協力し，日本看護協会が推薦団体となる形で，2009 年 2 月 1 日に学会認定輸血看護師制度が設立さ
れた．

2010 年 12 月 18 日（土）午後の講習会に続き，第 1 回の資格試験が翌 19 日（日）に埼玉医科大学総合医
療センターで行われ，134 名が受験した．2011 年 3 月 23 日（水）に最終の認定合否判定が行われ，認定証
が授与される．

今後，講習内容の単行本を発刊し，第 2 回の講習会・資格試験を 2011 年 11 月 5 日―6 日に大阪医科大学
において実施予定である．

看護師による同資格の取得が進むことで，わが国の臨床の現場での輸血がさらに安全になることが期待
される．
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